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論 文 審 査 結 果 の 要 旨 
 
日本の保育制度は2015年に始まった｢子ども･子育て支援新制度｣で大きく変わり、保育所
定員を各地で増やしたにもかかわらず、大都市部を中心に待機児童問題は解消できていな
い。本論文は、仙台市を対象に保育サービスの空間的差異を地図化し、保育需要と施設の
マッチングから待機児童分布を推計する方法を開発し、新たな保育施設の整備効果の評価
を試みている。  
まず2015年国勢調査によるサービス需給の空間特性では、人口集中地区内の都心部や住宅
団地で需給が逼迫する一方、郊外・中山間部では定員に空きがあり、空間的ミスマッチが
顕著である。さらに、自宅から保育施設までの距離を基に配分・推計した施設ごとの待機
児童数（推計値）と実測値とは有意に相関し、移動距離が空間的ミスマッチを生む主要因
の一つであり、通園距離の上限を付すことで、より現実に近い通園パターンを導出できる
ことが確認できた。  
次に、現在も発生している待機児童問題を解消するため、新たな保育施設の整備問題が検
討された。論文では、上記配分から漏れた待機児童（通園距離上限を2,500mに設定）を収
容するための追加的施設の立地選定と配分修正を行うため、待機児童分布に最大被覆モデ
ルを適用した発見的方法で逐次立地と再配分を試みている。配分数が60名（認可保育園の
設置基準）を超える新設施設は25あり、内５つは通園距離の上限から設定定員90人（認可
保育園の市平均）を割り込む。立地の選定地と実際の新設地（仙台駅周辺と鉄道沿線に集
中）とを比較すると、現実の新設地点の方がより集積したパターンを示すことが分かった。
これには、居住地からの距離の他に、都心部への通勤途上の施設利用の影響が考えられる。  
待機児童の発生は、需要要因（対象年齢の人口分布と保育サービスの必要度）、供給要因
（施設立地と定員、サービス水準や保育料）、および両者を繋ぐマッチング要因に整理で
きる。それぞれに残された検討課題は多いものの、本論文が検討・提案した評価手法によ
り、空間的ミスマッチの状況とその改善策の効果検証が可能となることを確認することが
できた。  
今後は、上述した中継地点での保育所利用を考慮したマッチングや、人口属性に応じた保育ニ
ーズ（需要率）の地域差、施設毎のサービス水準や保育料の影響など、より現実に近い保育サ
ービスの受給構造を反映できる分析へと発展させていくことが期待される。以上の成果を
踏まえ、博士（経済学）の学位を授与するに相応しい内容であると判断する。 
 
